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最近の市場動向及び
上場審査の概要について

株式会社 東京証券取引所

2006年 10月18日
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１．東京証券取引所の最近の
市場動向について
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時価総額 TOPIX

（１）マーケット環境①

（兆円） （Points）

東証上場会社の株式時価総額の推移

（注）各数値は各年（月）末時点
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（２）マーケット環境②

5,220,9142,343合計

38,964169マザーズ

72,643482市場第二部

106,7718保険業

606,86183銀行業

5,109,3061,692市場第一部

時価総額（億円）上場会社数（社）業種

60,535日本電信電話 （1987.2.9上場）943210

61,326松下電器産業67529

65,539武田薬品工業45028

72,824本田技研工業72677

82,134キャノン77516

85,194エヌ・ティ・ティ・ドコモ94375

95,147三井住友ファイナンシャルグループ83164

108,749みずほフィナンシャルグループ84113

163,578三菱UFJフィナンシャルグループ83062

231,761トヨタ自動車7203１

時価総額（億円）企業名銘柄コード順位

①時価総額上位企業の状況 ②銀行・保険業の上場会社数及び時価総額

時価総額上位企業の状況等

1994.10.27

1997.10.8

1993.10.26

上場日

22,950

28,224

33,040

時価総額（億円）

東日本旅客鉄道

東海旅客鉄道

日本たばこ産業

企業名

③過去の民営化企業の時価総額

（注）各数値は2006年9月末時点
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（３）マーケット環境③
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①新規上場会社数の推移（東証）

最近の銀行・生保の上場事例は、2004年
2月の新生銀行、2004年4月のT＆Dﾎｰﾙ
ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、2005年10月の東京スター銀行な

ど。

＜参考＞上場会社数の推移（東証）

2,368

2006年9月

2,323

2005年

2,276

2004年

2,103

2001年

2,1742,1192,055上場会社数

2003年2002年2000年

最近の新規上場の状況

（注）上場会社数は各年（月）末時点、１・２部及びマザーズの合計
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（４）マーケット環境④

①新規上場時の資金調達額

②既上場会社による資金調達額（公募）
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2004年の売出し額には、新生銀行（約
1270億）、電源開発（約2810億）及び国際
石油開発（約1158億）の3社が含まれてい

る。

新規上場時の市場からの資金調達状況

（注）売出しの数値はオーバーアロットメント及び海外売出しを除いた数値
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（５）マーケット環境⑤

（兆円）

年間売買代金の推移

（千億円）

（注）なお、2006年9月までの一日平均は28.1(千億円）
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２．東京証券取引所の上場審査

資料３



Oct,2006 8

（１）上場審査のフロー

標準的な上場審査のフロー

上場申請：審査形式基準、不受理基準、（公開前規制等）

※
一
・
二
部
は
約
４
～
４
．
５
ヶ
月

社長説明会（東証役員との面談）

上場承認の対外公表（東証）

上 場

・申請書類による審査：実質審査基準（審査資料Ⅰの部・Ⅱの部）

確認事項提示

回答及びヒアリング

担当：上場審査部
ヒアリングの回数：4～5回程度

・実地調査：ヒアリング内容の確認等のための本社・工場などへの訪問

・会計監査人ヒアリング
・社長、監査役面談（会社代表者等へのヒアリング）

公募又は売出し状況の確認
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（２）上場審査基準

※補足

直接一部上場の要件：新規上場時に下記要件を
満たした会社については、直接一部に指定され
る。

①上場株式数が10万単位以上。

②株式の分布状況が一部指定基準に適合。

③時価総額が500億円以上。

市場第一・二部の上場審査基準

①形式基準

（上限2,200人）
上場株式数が
　a  1万単位未満の場合

800人
　ｂ  1万単位以上2万単位未満の場合

1,000人
　ｃ  2万単位以上の場合

  1,200人＋1万単位ごとに100人

次のa又はbに適合（連結）
 a  最近2年間について

最初の1年間…1億円以上
最近の1年間…4億円以上

 b  最近3年間について 又は
最初の1年間…1億円以上
最近の1年間…4億円以上
最近3年間合計…6億円以上

 a 最近2年間（６.bに該当：最近3年間）
　… 「虚偽記載」なし、監査意見「適正」
 b 最近1年間
　… 監査意見「無限定適正」
省略

東証二部上場審査基準

4,000 単位以上（上場時）

３ヵ年以前から取締役会を設置して継続
的に事業活動を行っていること。

１．上場株式数

２．株式の分布状況
（1）少数特定者持株数

４．事業経過年数

３．上場時価総額

（2）株主数

75％以下（上場時）

下記の人数以上(上場時)

20億円以上

８．その他

５．純資産の額

７．財務諸表等

６．利益の額
　　　又は
　　売上高 等

※利益の額は「経常
利益」と「税引前当
期純利益」とのいず
れか低い額

直前期末10億円以上（連結）

②実質基準

・企業の収益性及び継続性

・企業経営の健全性

・企業内容等の開示の適正性

・子会社上場関係 など
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（３）上場審査のポイント①

上場に当たっては以下のポイントの整備が必要

内部統制システムの構築
– 適時開示体制の整備

（例：決算期や半期での定点開示に加え、重要情報等の開示について正確な情報がタイムリーに開
示することが必要）

－ 会計面での整備

（例：開示に向けて、管理会計のみならず財務会計システムの整備も必要）

– 予算策定及び予算統制

– 内部監査体制の整備

– コンプライアンスに対する取り組み

親会社から独立したコーポレートガバナンス（独立性の確保）
– ボードの構成

（例：取締役会の構成について、親会社との兼務役員が半数を占める場合は、独立性の観点から問
題あり）

– 意思決定の独立性の確保

（例：親会社からの承認事項がある場合、申請会社の自由な意思決定が阻害されていると判断）
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（４）上場審査のポイント②

上場に当たっては以下のポイントの整備が必要

親会社等グループとの関係
– 取引の合理性・必然性

– 取引条件の適正性

（例：通常と著しく異なる条件で親会社等グループとの取引が行われていないこと）

– 親会社等の企業内容等の開示

（例：親会社については、有価証券報告書に準じた書面の提出が必要）

買収防衛策
– 株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていないこと

– 東証の適時開示規則に掲げる4つの事項（開示の十分性、透明性、流通市場への影響及び株主の権
利の尊重）を尊重していること

以上のポイントを含めて、上場審査では一定期間の実績を確認

資料３



Oct,2006 ©2006 Tokyo Stock Exchange, Inc.  
All Rights Reserved.

３．上場制度整備プログラムの内容
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上場制度総合整備プログラム

上場制度総合整備プログラムの内容は以下の通り

１．適時開示の充実

上場会社に対する意識の啓発及び会社情報を投資者が利用しやすい環境の整備を随時実施

２．企業行動と市場規律の調和

上場会社が、企業行動を行う場合に「流通市場への影響」及び「株主権の尊重」について尊重（配慮）し
なければならないことを上場規則に明確化

３．既上場会社に対する経営管理面の確認の継続

改善報告書の記載内容に関する点検制度の整備を実施

４．企業の内部統制等に問題が生じた場合の対応

企業不祥事の防止に向け、関係者の一層の努力を促す方策を実施

５．親会社等を有する上場会社への対応

親会社等を有する上場会社について、投資者への情報提供方法の改善

会社情報の開示の充実を図ることによる市場の透明性の確保及び市場機能の
発揮を阻害するような企業行動に対しては適切な対応をとることを、上場制度整備の原則である。

東証が直ちに実施する取り組み（抜粋）
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